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調査概要

2005年 夏 民間団体 「行政の多重債務者対策の充実を求める全国会蔭Jが  「全国都道府県知事J「東京都

23区 長J「市町」宛に郵送調査を実施した。

:鼎奪Ittξ凄ユ:鷲F:繰:1雛鷲3Lら■||
都道府県による自由記述や襴外等における注記は原則 そのまま転記した。
「有効数Jと は、当該年度の当該項目について回答の対象となつた都道府県の総数をあらわす。有効数の具体例

は次のとおりである。質問の内容によつて、回答の対象とならない県もある。たとえば、「間 lJで fはいJ

と答えた時のみ r問2Jに 答える場合 'P.51,で 「いいえ」と答えた都道府県は 「問2Jの 対象外となる。

このように
'間

1」 で
'い

いえ」と答えた都道府県は、「問 2」 においては [非該当Jと して扱われ r問2J

の 「有効数Jに は含まない。また、当該項目についてデータがないなどの理由から無回答であつた県について

も 「有効数Jに 含まない。

データの保管期間を5年 程度としている都道府県 市が多い.こ のため 10年 間の傾向を把握できる市の数

は限られる。実数の合計は、こうした年度による有効回答数の増減に影響される。また、実数は、都道持県

市の人口規模によつて大きく左右される。そこで 特に市に関する実数は最新年度 割合については5年 ごと

の値を記丸

本調査結果は、自治体における 「実態の反映」のみならず、「取り組みの反映」でもある。たとえば、ある自治

体における 「生活福祉資金貸付件数が少ないJと いう結果は、貸付を求める人びとの数が少ないことをあらわす

場合 (:実態の反映」)も あれば 「広報の不十分さやその自治体が掲げる独自の条件によつて申請から借受までに
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:都道府県調査:
回答が送られてきた都道清界数 (回収事)は 47都 道府県中、43県 (96 2%)で ある。
未回答の県は、書燕 1面■●島取:鶴 ●4黎 ある.   ■ |  ‐   |
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I 都道府県調査

0
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回収状況
47都 道府県中、43県 より回答。未回収|=青森、1母IL、鳥取、徳島の,4県。日本の人口の96.2%を カ

当事者支援

(1)授 業料被免除生徒割合

表 1 授業料被免除生徒 1995年 ‐2004年 )

1995年 1996年 1907年 1998年 1999年

'o00年

21102年 2003年 2004年

有 効 数

〈都道府県)
15 19 24 26 37 37 37

該 当 % 33 3:7 39 41 44 48 53 6: 76

図1 都道府県前にみた授業料被免除生徒割合 (2004年 )(Hll% 有効回客
‐
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(2)公 営住宅家賃滞納世帯割合

・千葉は次の注記あり→ 「呼び出し状も含む」

公営住宅家賃滞納世帯への対応は、無回答 1県 (奈良)を のぞく42県 中、40県 が 「電話をする」「訪F・lするJ

「訴訟提起する」「強制u~●するJの すべてを行つている。残り2県 について、福井県は
'電

話のみJ、茨城は 「電

話以外Jの すべてを行つている。
。その他の具体|1記述 (16件 )は 以下のとおり。            '

(1ヒ海道)連 帯保証人に対し、滞納者への替促依頼ヌは違帯保証債務の履行を要請する。
(山形)連 帯保証人への指導依嶺及び支払請求 入居者への住戸明渡請求       ■■  |

(福島)民 事露停を行う

表 2 公 1995年 γ2004年 )

1095年 1906年 1917年 1998■ 1199年 20011年 2001T 2002年 2003年 2004年

有 効 数
(都道府県)

6: ■‐  8 10 15
‐15 23

‐26
●ヽ 1■

30

該 当 % 6 98 7 92 7 99 961 886 8.90 . ■9.44 1052 10182 10 59

3..公 営住宅家賃 .滞納世
側足の通知書

をふ
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電話をする
"円

する 強制執行する その他

右       1場 、4` 42 42

薔  当 4f 41

割 合 (% ,7 6 97:0 197●
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―― 「蒙賃滞締普が被る不利益」について、以下、21県 より、口なが得られた。
(北海道)滞 納額が30万 円以上の著又は30万 円未満であつても悪質である者に対しては 住宅明渡請求を

行い 完船又は退居しない者については訴訟提起を経て強制執行の措置をとる。(和解者は除く)
(岩手)な し
(宮城)特 になし

く秋田)同 居承認不可   ・承継承認不可
(山形)通 常入居者は収入低下か病気等やむを得ない理由がある場合、家贅の減免または徴収の猶予を受ける

ことが出来るが、3ヶ 月以上滞納している者は除外される。また、3ヶ 月以上滞納した者に対して知

事は住居の明渡しを請求でき、請求日の翌日から明渡し,ま での期間、割増家賃を課すことがある。

(茨城)滞 縞者に来庁させ 相談 指導を行う。
(栃木)n,決 和解
(長野)員,決和解、支払薔促
(二重)連 帯保証人への督促等
(大阪)滞 納家賃の支払い意思を表明した者との間で民事調停
(兵庫)県 営住宅退去滞納家賃収納業務の民間委託
(島根)本 人の事情を伺い、間題解決に向1ナての相談 ・指導を行う
(香川D入 居者の連帯保証人に対して 滞納家賃等の完納指導依頼書を送付する。
(福岡)法 的措置対象となる前の滞納者に対し、滞縞解消等について相談する面議会を開催。
(佐費)起 訴前和解.訴 訟上和解
(長綺)分 割納付による和解 連帯保証人に対する督促
(大分)訴 え提起前の和解 (即決和解)
(沖Ю チラシ等により、滞納が進むと訴訟 強制執行に到ることを用知

滞納者が被る不利益はどのようなものですか (自由記述).

(長野)長 期満納者 (8月以上かつ 15万 円以上の滞納者)で 、生活保護世帯等特別の事情を有しない者や支
払意志のない者については、明渡請求訴訟を提起し、原告県側勝訴の確定判決を得て、「/3け渡しを臓
行させています。

(岐阜)特 になし
(静岡)住 宅の契約解除
(大阪)家 賃減免を受けられない。  ・原則として、入居者としての地位承継,承 認が得られない。
(和

季

")・

IE宅の男け渡し■自となる。  滞熱を残して退去した場合、再慶公営住宅に入居する資格がない。
(広島)な し
(福岡)3月 以上の滞納者は同月の承認や名義人死亡・転居等による入層の承継が認められない。   滞納

者は家贄の減額が認められない。                             |
(長綺)条例に基づく:明渡請求または判決■1こよる建物明渡
(熊本)不 利益なし
(大分 訴訟で判決が確定した場合や、猥p決和解不履行の場合は、契約を解除し:・迪去しない場合は強制議行

で燿奉させる。  ■ ,     ‐         
‐‐  ・は彎ず球撃辞α寵斃耀畷ξ鮒麦
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【生活福祉資金】                      _

回や自治体の財源を利用して無利
'や

鰤 :デ(年利3●/●)でお金を貸す。貸付条件や運用方法は都コ特県 市

によつて異なる。相談の受付窓口は各市町村の社会福祉協議会が実施.

2004年 度 43県 1万 5406件 (1県 あたり31s‐ 件),貸 ヽ総額 110毎 4021万 6999円 (東京

大阪が各 1割 ).
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表4 生活福祉資金 貸付件数 (2004年  有効4

3県)

貸付件数
(件)

貸付総額 (円)

全 国 15406 11045215900

北海道 北海道 825 580057000

東 北

岩手 244557000

宮城 189141

承 田 219672000

山形 233343000

福 島 298 216434000

関東

茨城 01301000

栃未 142122000

鮮馬 688'6oo0

埼 玉 018 318209610

・rx 285 2″47●00

東京 ７６ 1346529∞ 0

神奈

"|

431502000

甲信聰

,ヒ臨熊

東海

新 瘍 290' 48570101X

歯山 9独 ∞ Ol

石

"

59 52155000

福井 0:047∞ 0

山梨 26 233810∞

長野 82●

“

∞ 0

310 86294000

静岡 244 210241

愛知 184●6110

二重 ０^ 4'77,OO

近綺

深 ,9 90605400

京都 650 2つ8,96000

大阪 1408 149563301

兵庫 480 ‐1232,2000

奈良 530 4250:al l

和歌山 7780'000

岬
　
噸
　
・　
一

島根 266 204411100

広1島 11897o000

山● 91067000

翻 il 31 1 2'305101

憂 媛 363 ■‐1“0256∞0

商 知 B0 ‐82921000

九州

沖縄

福 岡 e“ 46669311

ヒ 雪 28 ,132156000

贅綺 284 24935911K

能 沐 209 23771■
"Ю

大分 141 1,72・●1000

宮崎 108 15263211K

魔児島 92 :21122000

沖縄 266020000

・多重債務者 に対する貸付‐

――有効数41県 中 「行つているJと 答えたのは,3県 (31 7%)で ある。

― 具体||に 秋日、福島、栃木、千葉1新潟、石川、愛知、:滋賀、京都、大阪 兵庫、広島、熊本,13県
である。         ・    .                         
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は [ヽただしケ‐スll応して償還応力を考慮す/J」と注記あり́     :    | ■■:

―  「行つているJと した福島県について次つ涯記″ → 「命に関わる場合等、事情や状況によるF

==茨 城は

'行

つている」「行つていないJの澤択瞳に丼する回答liなく嗅例なしJの注れのれ `体難
書

滲唾鵜ξ難藍ti蜀 寡職編
回答」(有効数に含まない)扱t と`した:         ~    i         '「 |
■二褒知は、次0注記あり`

'多
重債務の内容及び申,

一
二重は1,多重債務者であるという事実をふま

:え
た

コ答できない」との注記がなされていヽ このため、本
~京 都はヽ次の注記あり` 「負債が少なからず●0■

を行うている
`あ

まりにも多額の債務者には貸し付け,

■兵庫1ま、次の注記あり→ 「資金の賛付けを行うことい
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と認められるもので 債還が見込まれ、当核資金を他の債務返済に充当しないことが明らかである場合に貸 し
付ける。」

――福岡は [行 つていない」と口答し 次の注F●あり→ 「免責薇定後は貸付を行つている」

・申請されたが借受対象にならなかった事例

表 5 僣受対象にならなかった事例    .

反入状況から返済歯′
こ久けるため

達帯屎肛人が藤保でき

なかったため

添付書猿を

麟えられなかったため

貸付実行まで時働がか

'ヽ
るため 本人から綱

があったため

その他

け 勁

"

43

滋  当  J 29 7

H合 (%) 698 67 4 4Q5 16 3

“

 2

叱海道ロヒ朧 X 0 0 × X

に1ヒ

昔手 X 0 × X X

彗城 × 0 X 0 X

菫国 0 0 0 X ×

●形 × X X X 0

日島 O 0 0 × 0

闘東

失城, X X X X X

5木 O X × X O

眸馬 O O X X ×

奇エ 0 0 × X ×

千葉 X × X × O

鯨 0 0 0 X X

申弟り:l 0 0 X X 0

甲信

由・1ヒ

饉・東

毎

断潟 X X × X 0

ぼ山 X O 10 X ×

百,1 0 0 × 0

秦井 0 0 O X 10

ll栞 O X 0 X O

肇

"

0 10 0 0 0

贅阜 O × × X ×

藤岡 0 O X × 0

腱知 0 X × × O

三重 0 O × × O

こ●

蟻女 0 X × X ×

に都 0 0 O 0 0

ヽ販 X O × X 0

熙庫 0 0 0 X X

"彙

■ 0 | ■X X X X

●欧山 0 0 0 X X

や自t

Dロ

|■ ●

ら根 × lx
ド | × 0

A‐島 ・ 「0 11, ■  0 0 X ×

llロ 0 |  l α  l  l ■■  0´ X X

F,1 X 0 0 ||1   0 IX

饉燿● ｀   O I: |‐0   1 0 0 ||'| X

コ 0 =II=ヽ0 ||×

1剛
|

0 01 ■  o タ ×

を贅 0 0 X メ ×

=崎 0 文 ‐ ■ た  ● | I  X X

廂本 0 0 0 `■ 来|｀
0

ム|, | , X X X 01

雪崎 X え X × 0

錮囁● ‐r         O 0 0 X X

|● 0 0 0 × X

`6

`′



0 1ま |  ヽ        × いいえ

茨城県は、選択肢に対する直接の回答はなく 『実例なしJと の注記があつた。本報告書はア～オまでいずれも
r×Jと して扱った。
「その他」の具体的記述は以下のとおりである 條 記入の県は除外した).
(山形)収 入状況からみて 低所得世帯に該当しないため.貸 付を行っても世帯の自立支援につながらないた

め.
(福島)収 入が多いため、低所得世帯に該当しなかつたため。
(栃木)世 帯つ所得が貸付対象となる所得基準を超えている場合
(千葉)本 人の健康状態から事業の実施が困亀 建替え住宅のグレ‐ ドが高い。
(神奈川D他 制度の対象
(新潟)高 収入だつた  ・借入申込者が他者の連驚保証人だつた    以前の貸付金が自‐己破産の免責決

定を受けている0に申し込みをしてきた。
(石

"D生
業計画等に計画性がないもの

(福井)以 前に本贅金を利用し、債遠しないまま自己破産したため.   低所得とは認められない1まど収入

が多いため
`(山梨)事 業計画が不十分なため

(長野)負 債の返済や 生活癸そのものの貸付けは、生活福■lL資金に該当していない
(静岡)多 重債務の場合は、司法書士会と構築した支援システムにより債務整理を先に促す

〈愛知)申 請内容、生活状況 償選見込み等総合的に判断し 対象かとうか判断
(二重)収 入が多すぎるため 居住期間の規程 (6ヶ 月)を 満たしていないため
(京都)他 制度優先 生業資金で実滉性が乏しい場合も                    ‐
(大阪)過 去に偕受けた生活福祉資金が未返済   生薬費における事業計画上の収支見通の達成が困難
(島根)収 入基準額を上回るため
(熊本)開 始予定事業に確実性 ・計画性が認められなかった                |
(大分)世 帯収入が多かつたため
(宮崎)申 込書に記入されていた連帯保証人が、他市での僣受人であつた。

・生活福祉資金貸付の広報

表 6 生活福祉資金貸付 広報 (2004年  都道府県,

ア 広報誌
イ パンク 市役

所窓口に
ウバンフ、福制
事務所窓口に|

工 福醸 罹員
|‐lrt"僣由亭 1‐

オ その地

け 効 鶯 43
‐     :43 43    1

隊 当 撼 21 14 9

剪  合 ●.  ) 30:2 '132.6 2Q9 744

1ヒ海道 化海道 X O X X・ ■ x

東ヨヒ

昔手 O ×
:文 ‐

文 O

自城 O 0 O
■■ズ 0

“

日 O × X '`' '`|ズ
■・ 文

珈形 X O O X ズ
‐

目島 . ||メ ×   . X X
■

 O

場東

に城 O × 0 X

愕木 O X X O

絆馬 ■ O X   ● ■ X X. ・O. `.=

鼈エ 0 O 0 ■ X: 1■tO.,

千葉 × ,Ж × [‐、|メ |:1‐ ■0ヽ 1.,

にメ × 0 l iOI● IX |■X= 、11

申奈川 X 11文 ■ ■ ■ト
ー●

:ま `■J X ■0_ ●
甲信越 」ヒ陸

東海
晰潟 X● ■ 1挟 ● × (D ■| ||■ Ot ヽ

韓II ■.‐01■ ‐0'‐ |×■| 0' i■ 10■ IFI

百,1 × × X ●  × ・
 :0■

高丼 01
‐
0・ 0 'イ

ー・ Xi
■

'来
:  ■

,栞, X 0 X
■―来 ||:0 11

「tF × 0‐ ズ ・=0■ ,

,7

`゛



贅● O O 0 0 ×

藤岡 × O O X O

墜知 0 X X
10

0

二重 X × 0 × O

丘畿

摯賛 0 X × X O

貢都 × 0 O X O

大阪 × × O X O

民庫 X X X 0 0

策良 X X X × O

ll欧山 0 × × × O

■口 ・四□

麟根 X × 0 X 0

A島 × × X × 0

"ロ

× O 0 X X

り|| 0 X X X X

彙媛 × X X O 0

ら知 × × × X
10

lt州 沖縄

“

岡 0 × X X 0

生賀 0 X × X X

臀崎 O × X X 0

疇本 × X X × 0

分ヽ O 0 X X 0

■崎 × × × 0 O

配児島 0 × X X ×

中組 O × X O X

0 はい      X いいえ

。「その他Jの 具体的記述は以下のとおりである (無記入の県は除外した)。      . |  ■
(岩→ HPに 掲載
(宮城)ホームページで広報

           軋 パジフレットを学校 (修学資金関係で)、県社協の研臨
マZ≦1品Fi霧露馳漢臨露弊僣l黒手

でパ
(茨城)① パシフレットあ送付 市断村社会福祉機議会、民生委員、学校、ハローワーク、公民館、児童相談

所  ②良生委員定例会お場を借りて0説 明の実施.
〈栃木)新 たな制度が創設された場合は、広報紙 新関広告等で広報を行う。
(群馬)地 元紙に月1日掲帆
(千葉)リ ーフレジ 等ヽを市町村社会福祉協議会に配市している。
(東京)イ ンターネット:社協窓,
(神奈川D市 町村社協の機関紙等に掲載
(新潟)県 社協ホ‐ムページ
(富山)HPに 掲載
(石

"Dパ

ンフレントを市町社会福祉協議会、市町役場、′ヽローワークに配置、県社会福祉協議会のホ‐ム
^

―ンに登載
(山梨)ホ ‐ムペ‐ジ
(長野)県 下各地にポスタ‐を掲示した。本年 (分析者注:2005年 )7月 γ     l■
(静岡)民 蟻 員研修資料やホ=ム

^=ジ
にて広報している                    ・

(愛知)各 市町社社会福祉協議会富口にパイアイツト類を置いている。
(=0広 報用バンス´ィトを市I村 社協に醸布
(滋賀)広 靱月ィドンフレットを市吋社今福

“

協議会然口に設置             ‐

(京都)市 町村社協の窓口にバンフレット  市町村社機議員 民生委員研修      ‐‐■l  il
(大励 市,村 社協の窓rl、バ●●ウエク等の国の関係機関や府税事務所等の情報提供窓口11´`ンフレットを

配梁している                                .
(兵0 「兵産県べんり帖よ(県民向け情報誌)に 、生活福祉について広報している

`    |輛 欧m各 種研修会での広報 ホームページ ー
広 報紙|テ レビ・

7ィオ放送による■摯:(広島)民 生委員め研修等、市町社協が発行していを
(愛媛)ホ こムベ‐ジヘの掲載

ζ

`



(高知)市 町村社協の広報紙により広報。またパンフレットを市町村社協窓口に置いている.

(福岡)市 町村、市町村社協に対し広報協力依頼を行っている

チラシの各戸配布、チランの福祉施設,,送 付など(長崎)県 社協HPに 掲載、果社協ラジオ番組の活用
(熊本)今 年度 (分析者注 12005年 度)バ ンフレットを作成し 民/「委員 役場 社協等

^配

布予定

(大分)ハ ローワークの窓口に広報用チランを置いている。

(宮崎)県 社協ホームページ 市町村民児協ての説明会 市町村社協の広報薔

・民牛委 員への研修実施の有無 (返済指導について年 1■ 以上の研場

― 有効数43県 中 「行っている」と答えたの有//J数43県 中、26県 (60 5%).

――具体的に ILt道  秋田 山形、茨城、埼玉、東京 神奈

"R富

山、長野、岐阜、静岡、愛

"、

滋賀、京

都 大阪 兵庫 広島、山口、香川、愛媛 福岡 佐賀、熊本、大分、鹿児島、沖縄である。

螂 阜は 研 修は行つているが返済指導ではな|■ 1理
,ら 二 機 遠嘉 三皇塩・lЪ t4群 :=在 :実 励――山梨は 「行つていない」にO印 があつた上で次の注

――滋賀は 「市町民生委員児童委員協議会の研修会にて、社会福祉協議会職員が説明」   | ■

― 組 は 唯 鍋 鶴 飴 攣 細 | ‐

 遺 轟 i‐t研 巖してい:。 まな 地域あ農L委 員、児――兵庫は 「県社会福祉協議会が実施する 『新任民生ヨ

董委員協議会から県社会福祉協議会に依頼があれば研修会で研修を行つてい0・J  I‐

・緊急小 口資金

表7 緊急小口資金 申請日から貸付実行日までo平 均必要日数

緊急ボ●資金に
'｀

で■奮口から
●●の実行●.までの7詢 必要自数1

IL●道 1し,|1嵐 7:

東北

着 手 無回答

1薔獲 ■■   ■■実鮨していない

秋 田 6

‐山形 :3

福島・ 3

関東

茨城 ,

褥木 ■実施していない

鵜 3

埼 玉 10

千葉 3

東 京 ●=■     |.2

神剌 1 4

精
越
　
朧
　
棘

新傷 ■■■ ■● ■ 3

官 山
.     5

石

":

5

福井 実施 していない

山架 10

長野 |||||■ ,|| ｀=|: 4

崚阜 3

"岡

3

愛知 7

二重 実施 していない

近 餞

滋女 難 していなヤヽ

京都 実施 していない

大阪 実お していない

兵庫 実施していない

奈良 7

和欧ll

中国 島根 3

広 島 7

― 無回答  
‐

・
'|| 

‐      ●

「実施してい●い11未実施,実施せず●
の回答はすべて 「実施してし`ないJと した。

実施都道府県 .

案おしていない県
IPIs      4

03県 〈岩手含)

10熙

94日

2日

10日
最短  

‐

最長  ・

12日 J3

日」4■

,県 I Fi

県 
‐「3日」0颯   r4

・‐「6日」 6彙   「7日」

0日 JO県

1 111' ■   |=● :

`,



四ロ 山 口 7

香

"|

7

螢嬢 4

高知 4

九州

沖縄

福岡 6

L● 実施 していない

=綺 実施していない

焦本 5

人 分 7

富薔 3

期 島 2

沖縄 2

| ,|■ ‐| ‐ ||■ |■ | .

表i:8■申請■から貸付実行日ぎであ平崎逃要口数 (自治体単費運用貸付制度)

勁 333日

・自治体単費で運用可能な緊急貸付制度の有無   
‐

――有効数40県 中、「ある」と答えたのは9県 (22 5%).
― 具体的に 北海道、宮城、栃木、愛知、滋賀、大阪 島根、広島、山口である。
一―無回客蝶 は、露島、福井、高知である。

―

肛人の要 ・不要

「保証人が必要」と答えたのは、自治体単費で運用している緊急貸付制度を実施している都道府県 9県 中
5県 .制 度名、保証人の必要の有無、保証人贅格要件、実績等詳細は以下のとおり。

(北海道) 200o年 のみ 有珠山噴火被災者緩護特別資金 ●43件
(宮城) 「生活安定資金貸付制度」として実施しているが、実績を把握していない。
(栃木) 2oo3年 、2004年  '栃 木県bl被 ,者 自辛支援黛付制度J 実績はそれぞれ,件 (1

7万 円)、 2件 く14万 5千 円)                  .
(愛知)1995年 -20o4年 にかけて「くoし 贅全,`件数は 100件 前後 (具体的数値報告あり)。

・   最新年1,77件
(滋賛) 19、 99年 -2004年 にかけて 「滋賀県生活小口資金貸付制度J県 社協が市町村社協に委

“

して行う小口資金貸付に対して 県が貸付けるもの。なお 市町けにおいて独自にt4t
制度が整備されてきたため、現在、費付社協はlヶ所。最新年の実績は73件

(大田  19,5年 -2004年 にかけて 「大阪府小口生活資金」。最新年は412件 .2002年 に
制度再編。それ以前は1763件 (1999年 )～ 2184件 (2001り と高水軋

(島根) 「島根県消費生活条例に基づく訴訟費用の貸鉤  保証人は不要.1995～ 2004年 にか
けて実績なし,

(広島) 1995年 -2004年 にかけて 「緊急生活安定資金」.保 証人必要。原則として、申込者と
同じ支庁内に居住している者.2004年 は14'件 あ実績.

(山m 1996年 =‐20,4年 にかけて
`生

活安定対策資金J.保証人必要。同居、同一生計でない
こと、本資金を借受中でないこと、年齢が65歳 以上でないこと。     |

―

付実行までの日数 下表のとおり

Ｉ一
¨
．　
●

――広輌 下表のとおり

10
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表0 生活福祉資金貸付 広報 (2004年  中
有効回答

数 (都道府
‐県)

該当数
(都道府

県)

広報誌 (年 1回 以上) 43 21 148:g

パンフレッ ト類を市役所窓口に置く 43 13 す012

パンフレット類を社会福祉事務所窓口に置く 43 14 i:32'|

―

務職員に研修等
‐

1 431: ■|●:0 ,● 01

その他 43 132 744

2  貸金業者の監督■指導 :取締|■  |  | ‐ ||lt    ・

ここ20年 間で、業者数は半減‐

“

万f4‐2万01'― →市場そのものの拡大           |

多くの都道府県は、定期的な立入検査を実施も04年 度 1675,件 /有 効42県

違法と褒う業者にそあ都度立入検奪を行う、と, つヽたがたちでは実施していない .(実施していても記録化し

ていない)。

3  消費者教育      .:     `
「高校生向けJ9害 ,、「教員向け」8割が 『実施しているJ          I

具体|1内容についでは次のをおり。高校生向けつものの多くは 啄庭科料目など授業の中でおこなつている

味望様に講師を派遣するJな ど.然員向けのも?っ大半は 「́研修会や勉強会の開催,ぉ
|  .       1 1 1  ‐ |      |        |■ ■ |     | ,  1  1  .     :

4 組織的対応 ■・|■ ■ |■       ■‐

■ ■ |■ ■       |

||,                 :||

(1)多 重債務相談窓口  ■

表 10 多重債務 相談窓口設置の有無

編ｍ嫌争  効  働 43.:

史  置   岬 38

剌 合 %) 38 4

北海道 L満 0
北海道立消,生 活センター (道内,4カ 所に設置)「 多重贅務者の専用相談紳 ではありません。

“

や生IIII談として対応しています,と の注記あり。他  :北 海道経済都金電躍,.(襴外参照)も .

昔手 O
県立県民生活センター

地方娠興晨消費生活相談菫 (盛岡地方振興局を除く)
自城 0 ●城鷹灘 活センタ千三‐

■■■ |:|ヽ |

隊口 0 拿口県生活センター (多重債務専門家■ではないが織 IItttて 助責●行う)'   .二

ll形 O

爾 0 福議彙渭晏笙僣センタ■
~1 _1●

●:|_      | |■ ■| _■ ■■

関東 茨城 O

蘭木 0

商工労働観光都経営支援摯が姜

“
■鋤 鮨柏議重 (賃金薇脇う

―弁護士全盤相談室 (弁護=会 )=

一

一
一

．

一

一

一

一■
　
　
，

■局 0 康民tンタ■丙 無●|・ラ

`蘊

ま ■|  |

●エ 0 消費生活支援ヤンタ=「
i11 ● ■|`: ∴ ■

千葉 ×

に京 0 東京都消贅生活総合セジ

'―

 loビ =市町社,糠 4幕センタ‐  ■ 1■ _ _

`:11

ク



中茶,1 X 次の注

“

あリー
「消力生活センターに相餃があつた4合 は ほとんど他の機関を紹介している。」

甲信

t聾 1ヒ

圭

"輯

訴椰 O 新濤県消費生活センター

歯山 O

'山

県消費生活センタ=ヽ 奮山来消,生 活センター商岡支所

百,I O 県消費生活支援センター

冨井 0
部縣 回答なし.次 の注記あり→ 「特に多重使務相餃窓0と して位置づけているわけではないが、

著■権議あ1ちとして対応しているJ

"梨

0 消費生活セツタニ

姜野 0 消費生活ヤンタ‐

質車 0 消費笙僣セツタ=t●

…

■
・
事務所の消費生活精餃員:颯 贄

"疎

=

離田 0 東民生活センタ‐ 呻 談て対応して1 る`)

鸞知 0 =県民生活プラザ 罐 業労働都■4 企ヽ業金融凛近代

`ヒ

贅全 貸0案 グループ

二菫 X 臓●予定ない (理● 無回答) (分掟者lt:回 答担当 県消費生活童啓発グループ)

近畿

眩賀 O
消姓 活センター 係 民生活颯:地 域

握棗暑世:挙 臨 誉

'。

4η
滋質彙南In光 労働部商工政策操 (貸燒

κ都 0 消費生活壼 消費生活科学センター

k願 0 大阪府消費生活センタ■、商工労働議饉緯

'金

葉対策晨

諄 O 各県民昴商工 (労●)躍 (県下10カ 所の地方機目)

曽良 0 戯品 生活柏離 ンタニ、お城保健所●の安全 摘賽鑢 談意口0他 、■71k企業凛

1欧 山 O 和歌山県消費生活センター 県島相談菫

,国 饉

□

鮎根 0 島根県消費者ヤンター

●島 O 広島栞環,生 活部管理総童消費生活室 (広島県生活センター)、 各地域県民I●餃室 (県内6カ 所)

IIロ 0 山口無消費生活センター 南工労働部経営金融課 (費企業苦情相餃窓口)

夢,1 O 消費生活セ ンター

興媛 ×
注杞あり` 「相談があつた場合、
し`る● 嚢量IF定はない (理百

裁判所,
無口客)

弁攘 士 、 クレサラ被書者の会等 4‐ 機関を紹介して

| |   |  |

郎知 0
注●あり→

'LE、
多菫債務としての相談窓口としての賦置ではなく消費生活構餃の中で多重僕務

1、■けている1都署名は県立消費生活センター.

にlll 河

縄

椰岡 0 福岡県消,生活センター

生賀 0 佐賀県消

'生

活センター (くらしの安全安心嗅)

甦崎 0 消費生活センター

に本 0
注記あう● r橘,生 活に関する相嵌葱口を投置

,生 活センター.

(多菫歌務者に特定してルヽない〉].部 署名は消

ヽ分 O 消姜生活 男女共眸 ロプラザ

歯崎 O 県消費生活センタニ、都象地方消,生 活センター 延同地方消費生活センター

餞児島 ×

注記ありあ r消費生活に関する●餃懲口てヽヽ しており、多重使務=0口 餞窓口としてはとくに

ない く環境生活部)。ただし、費企業に対する吉情相談●応じるために下記 〈●IFr者注次の)の 相

談所を設けている (商工郷 部).1 麓児島来サラリ‐マン金融苦情相談所 _

I n 0 贅全茉苦情相談壼、県民生辞 ンター

(')箱談件数
. ‐ `

(12
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嗜玉 40161 8α

千葉 2062] 県セ 33"/91 消セ 17292/514

梃京 20“ a 都 田 34/2146 `市 Ira 164?O1/43'0

申奈,1 無口各 無口峯

所潟 1740( 6引 2004年 度

剪山 219e l“
2004年 度.「 多重薇務者Jで なく 「消費者金融Jに 関する程

談件数として計L

百,1 1∞餞
７
‐

一

暉オ 1512` 4ei 2004年 度

J梨 15贅 :

睫野 4435(

贅阜
消セ18392/474

魔岡 12381 218 ?oo4■ 慶 「県民相談Jの 実績。イ||ついては rt費者金融

相談Jと して■■                    .

腱類 3142 不け 2004年 度.イ は
'不

明,

三重 1641 7 20041年 りた

〔畿

瞼贅 3526, 2004年 度 県内 18相 談窓口に,せ られた相談は

都ヽ 139【

阪ヽ .1043 消セ12069/253 貸金葉対策 7366/73“

え庫 2004年 度

策良 50
食昴15261/210 中小665/291 ホ中小企業摯分については

'12～ H16年 度のデータJ            ‐ ___

1嗽山 1611` イについて 「ヤミ金を除くJ

中国 四国

鮨根
2004年 度

な島 2343

ll■ 1920 93 消セ19142/約910 貸金159/36       _=

酢,‖ 1969

甦媛 i1631 2004年 度 消費生活相談の件数

お知 12021 2004年 度

九lll 沖縄

薔岡 2238:

=賛 も2861 1997～ 2004年 度の合

".
受崎 10霰

一３ アは2004年 度

“

本 10 1651

分ヽ
９‐ アは 「吉情精嵌Jと して

き薔
"0

9α

に児島 21741 商エア‐237(イの分類は行うていない) 環第1,503/31:

嗜縄 1″| 貸銀 500/588 凩セ 12761/1131

(3)他 機関紹介

13
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■ 表 131 こよる介入の程度 (2o04年 有効■ 8奥 ):|    ■

薇当薇 割合 (%)
1 相談先の案内 |    _        :

66.li

33 21=2

3.時 ・慎栞 0 ‐0:ll ・

0   1

,2



Ⅱ 市調査

‐未発表
‐市名は別紙

o  基本概況

富山県 1

若力

'県

3

福井県 0

山梨県 3

長野県

岐阜県 8

静岡県 7

愛知県 14

二重県 5

滋賀県 0

京都府 5

大脚付 7

兵庫県 7

奈良県

和歌山県 I

鳥取県 0

島根県 2

表 14 回収状況 (県

都道府県 回収数

計     224市

北海道

書森県 3

岩手県 8

宮城県 4

秋田県 6

山形県 5

福島県 4

茨城県 8

栃木県 4

群馬県 l

埼玉県

千葉県 13

東京都 11

神奈川1県 13

新潟県 7

岡山県 2

2

山口県 5

徳島県 0

香〃l界 2

愛媛県 3

高知県 2

福岡県 3

佐賛県 2

長崎県 3

熊本県 5

大分県 4

宮崎県 4

)麗児島県 2

5

を 15 回収状況 (人ロ

本調査 (2004年 ) 〔参考]国勢調査 (20'O15つ ‐

市の数     悧合

100万 以上 8  ,.|.“ 12 悌
一

50万 ～ 100万 未満 5 2瀦 14          1■

30万 ～ 50万 未満 8郭 45  1■  ■01■

2o万 ～30万 未満 5:“lS
:401   1 1'|■ 1ヽ1喘

10万 ～20万 未満 51             22 8%
|・● ●●,,1818“

5万 ～ 10万 未満 68             30 4% 249

3万 ～ 5万 未満 45             20 1%

3万 未満 16            6 7“  , 38

計 224            100 0% 751     .ltO"

1. 当事者支援
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(1)国 民健康保険料

最新 (2004)年 の状況は以下のとおり.

滞納世帯総数   有効171市   136万 3901世 帯

滞納総額     有効204市   1902億 2950万 0934円

返還数      有効174市  11万 9638通  (1万 台が3市 )

保険証返還者に対する査格証明薔発行数 有効191市   12万 5203件

保険証返還者に対する場リヌ験証発行数 有効199市   45π 7436件

上表 「その他」について具●|1健述があつたのは以下の33九 ‐|

機動i電凛鶴雛議盗]夏喜?】PのF付  .
(千葉 ,印西)納 税相談

〈埼玉 ・日高)短 期保険証の発行

〈埼玉=久喜)土  日を含む納税相談窓口の開設 滞納処分の執行●上
(千葉 旭)保 険証の返還を求める前に弁明書を送付し、滞納世帯に対し、弁明の機会を付与する。
(熊本 工名)短 期保険肛、資格証明書を発行する。不動産、債権 (国税還付金)の 差押
(北海道 ・剣1路)各 種給付金からの滞納保険料への充当
(岩手 盛岡)休 日及び在間の納税相談窓口を開段している。
(香川1・丸亀)短 期保険証の発行・ |
(北海道 小樽)被 保険者資格証明書を変付する。短期被保険者証を交付する:

糟 晨 :拙 輝霧T番 革41か ま 保険料収納は社会保険事務所が行い、
(新潟 二条)0座 振書の促進
(三薫 ・尾増 資格苺及び短期証にする
(岐阜 中潮

'D「
短赫保険証または資格証明書を発行する。

(東京 調わ 月開と醸 をめ 納計画等をうくる:‐

辮持相談を実施する。      |‐

||・   i.:

1,1 1

市は直接従事していません。

(和歌山 lul●

"即

,
(愛知 稿沢)短 期藤奏付

‐
    1■

｀

(兵庫 芦屋)被 保険肛更新時の来庁依頼

一
一

(北海道 札幌)短 期被懸贅の交付
(福島 自河)短 期保険者証 ・資格証明書の発行
帳 阜 ・瑞浪)短 期保険証の発行
(■知 。東海)高 額療姜費 ・出産育児一時金を充当させる
は 知 ・名古屋)短 期保険証や資格饉明書の交付
(埼玉・川口)高 森療姜費等拾付金を未納分に充当するよう求める。
(奈良・桜井)保 険証を窓口交付の対応をしている。
鰤 剰

" 
藤沢)給 付金の一時差止

表 16 国 (1995年
～ 2004

1995年 2000年 2004年

有効教 (市)  平均% 有効数 (市)  平均% 有効数 (市〉  平均%

精納世帯割合 '37 10,7 149 154          17 2

滞納額割合 .  ■94         10 5 179          14 2 190         15 S

表 17 国 応 (2004年

催促o通摯‐
書をき付

電話をする 訪問する 保険証を

返還させる

滞納処分 その他

有効数 (市) つ13 213 213 212

該当数 213 206 20' 141
′
●

割合 ,OOF 96 7" 96:マ% 97 2% 85 8% 20 2%

16
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輝奨:統F姜盤雛?動僕感を始する。

表 1 国民健康保険料 との程度滞納したら返還を求 185市 )
該当数 割合

3ヶ 月未 満 l 0“

6ヶ 月未満 1 0 5%

1年 末満 4 2´

1年 以上 123 66 5%

その他 56 30 o%‐

02市 。

』犠雛曇ぽえ籍零性象窯薇警雪
質で,ると思われる者のう

1項の規定による。
事 例|すありません。

強群[「腎lii[鍛鰹]菫∬
(埼玉 朝震)返 選を求めていない

帯に係る被保医者|す 0,,い 1菌
す

ol綱 」|,条 、

、資格証対桑者とした場合返還を求ある」  ・‐

ガ〔鮮
慇1為Fi督脇識

｀
誰[聯撥 臨 襲曼鶴饗と悪

選:[:を「||:[j夢 il]を響]髯:慣番I:fど
『〔をぶ鼻』務

にも全く応じない滞納

(栃木 大田原)返還の事例なし
らず納続 談にも応じない者

税相談呼びだしに応 しない人や、納税相:
特別の事情届出書を送付し、特別の事情

`

悽麟亀馴響籠雛舞 驚舞i霧,1獄

′17



(兵庫 芦屋)前 年度保険料賦課額

“

/2を 越える滞納があるか、もしくは前々年度以前の保険料の滞神のあ

る者のうち 納付相談に応しない場合や誠意をもつて納付誓約を履行しない場合.

く埼玉 志木)未定 該当ナシ
(京都 福知口D出 来る限り保険証の返F■ すず短期証により対応。悪質な場合は資格証にて対応 している。

(東京 三鷹)1年 以上滞納し納税相談・資産調査等によりヽ 保険税の負担能力があると認められる者

(岐阜 多治見)個別ヽヽ
(長綺 工島)返 還ではなく保険証の更新時に 短期証や資格証明書を交付しています。

(山口 萩)保険料の納期限から6月を経過するまでの間において当該議期に係る保険料額が1/2以 上滞納の

(兵庫 ・西宮)
(埼玉 川口)
(奈良 桜丼)
(山梨 甲府)

場合
2年以上

2年

1年以上の未納者については、保険証を窓口変付の対応を案内する。

別紙 要綱のとおり (  保険料の納期限から1■r・|が経過するまでの商に当該保険料を納付し

ない場合においては、法第9条第3項の規定により、当該世帯主に対し被保険者証の返選を求め

るものとする。2前項に規定する期間が経過し,

[像まi革|を[襟]7]lil欅亀
すると負担能力があると認められる者 (3)漁
て、誠意をもつて履行しない者)

(熊本・牛深)特 別な事情が無く、1年以上滞納又は保険証返還の求めに対する弁明を行わない等 悪質1判 断

: 曖 知 ,豊朝)嘘 I鑑 為 Eξ 噴 格工明割
(プ

鍵 魂 臨 領 tの   |. ‐ (岐阜 羽島)15期 以上未納て納付相談がなく弁明

|.(神 刻 1・藤沢)短 期保険証となつている者が1年間納付しなかつた場合

11織I蔦 障 す1〔蹴乳品品
赫 議 鸞 馨 蜆

.警 12i04■麟(沖縄 菫野湾)1年 o夕月をこえて,tH議|しo場
0通

(北海道 士,1)3年 以_ヒ

(■編 =平良)1年 以上の滞納ゅ̀あ
れば、.特別の理由がない限り澤選を求ゅ

`ぃ

煮たい, 参考 200.4年  3

‐ 1通

‐ ‐,0期董1嘔影ドい蜆定上森 以上そ納税

"談

をして
'流域花意志tIテ農模讚を

ま
壕著ЪO。4■ 20通‐  |(秋 田・由利本■)過 去 2年 r.D 全く納付がなく タ

:.=11(嘉良 .呑芝)資 格証明書交付時

て静岡 角口)短

"被

保険者証交付予定書、 有効期限が切れる前に通知

(2)国 民年金

2004年  滞納総額 有効17市   168億 9671万 9460円

表 19'国 民年金 1 9 9 5年 ～ 2004年 )11 1t  ・
● 1 199“ 年|  ■ ■2000年  ‐ ●2oo 4年

有効襲 (市) 平均%

滞納者割合
一
２

'8     F21'|

‐  '・    3217

滞締 割合 21         14 3 33         23 4 1カ・
.I

=、‐■| ■|:||■  |こ ‐;●●■  .■

||■ ■|■■■■・     _ ■●

(3う住民税 ・■ ・|・    ‐

■| ||・  ■■■■      1   1     t '■
`   

■1

1  1■
|‐               ヽ  |

・  1. | |     ‐ | ‐ ■  .||.  | |

■013万 5556人

543億 1マ
ー
022万 900円       :.

1      1■ |■

.  ‐   ■ ■ .II   =、 ■

1. 11  ■■|■

 `  .｀ | IF I  I         :■ |. r■ ■ ■  ■ 1

2004年  滞納著琴1侑 効139市 ‐
‐ ‐ 滞納鶴F‐有効ti6市 ■

‐‐  ` 1 1 111■■  ■|■ ||     |.:

‐    ・1   ■ | ■■ 11,  |||

.18
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1995年 2000年 ‐ 2004年

有効数 (市) 平均% 有効数 姉) 平均% 有効数 〈市)  平均%

滞納者割合 47 89 72 110 87

滞納額割合 60 68 180 73

表 20 住民税 滞納状況学

(4)水 道料金

2004年
 驚驚厳叢

数
 1動:::幸  〕::[::::芸T885円

年 ～ 2004→

(5)市 営住宅

2004年
導驚継叢

数
 1場:::需  :'〔l::12万1708円

(6)保 育料

2004年  滞納者数 有効187市   4万 8485人

滞納総額 有効208市   25億 5959万 2920円

(7)生 活保護    
■                       ‐    ■ .

||   |‐

2004年 の主な状況は次のとおり,みる.                         ■‐ |
月平均保護実世帯数  有効210市  平均1739 o世 静|      ‐           .

量I鮮贅露鷺護
人数
  暑働:::専 予7::::b:1翼::l♀早・1年 あたり開始世帯数 有効212市  平均 432

1年 あたり廃上世帯教 有効206市  平均 348世 帯 中央 50世 帯

被保護実世帯数 (収入不十分〉 有効 186市  平均688世 帯 中央42世 帝

寿 ,1 ☆道 対 0 推移 (1995年 ～20

1995年 2000年 2004年

有効数 (市) .平 均% 有効数 (市) 平均% 有効数 (市)  平均%

滞納世帯割合 1 7 136 26 144 69

滞納額鬱合 71
＾
０ 165 35 169 つ

一

表 22 市営住宅 .
`1995年

～ 2 0 4‐

1995年 2000年 2004年

有効数 (市) 平均% 有効改 (市) 平均% 有効数 (市)  平均%

滞納世帯割合 48 116     7'

滞納額割合 105 73 164 102 109        12 9

‡ ,R ,吉 , 1995年 ～ 2004

1995午 2000年 2004年

有効数 (市) 平均% 有効数く市) 平均% 有効数■つ  平,%

滞納者割合 23 93        89 ・■29‐ |   ●l:'

滞納額割合 45        3 9
′
■ 32 1'8

■19
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■ 24 995年 ～2004年

1995年 2000年 2004年

有効数 (市) 平均‰ 有効数 (市) 平均‰ .有効数 (市)  平均‰

生活保護率 160 65 196 72 208 931

生活保護事 平成 7年 度 有効160市  平均6

平成12年 度 有効196市  平均7

平成16年 度 有効208市  平均9

‰

‰

‰

０^

＾
Ｚ

＾
０

‰

‰

‰

５

２

３

中央 4

中央 5

中央 7

(8)ホ ー ム レス

:野宿生活者総数 ¬

'12年

度 有効71市  2659人
‐平成16年 度 有効150市  4462人

・調査実施 『ある,● :44市 (有効205市o211 5●/.に相当)

表25 ホームレス自立支援 実施計画策定状況 (有効 201市 )

該当数 %

策定した

策定予定

策定してない

策定予定なし

７

２

∞

９２

3 5

1  0

49 8

45 8

合計 100 0

‐ 居住保護例  「あるJ市  39市 (有効 171市 の2
‐ .居 饉保護開始例 (入院ないし入所→退院ないしlam)

2 8%に 相当)
●「あるJ市 66市 く有効■66市 め31 3%に

相当)   .

表,6 1立 支援センタ■等設置状況 て有効17

該当数 %

設置している

設定予定

設置 してない

設置予定なし

7

1

57

113

3 9

6

32 0

03 5

合計 100 0

(11)生 活福祉資金貸付

200五 年あ主な状況は次のとおり。
■年あたりの貸付数. 有効158市
1年あたりの貸付総額 有効148市

1 多重債務者への貸付 「行っているj

8市 )

平均11件  申央 6件 合計2630件

20億 2891万 8212円

41市 (有効 131市 の27 2%に 相当) ‐■●|‐・
li

l■■■‐■   ‐

111 1   11

=■ ■ | ●

,   111●

■   |

一　

　

　

　

　

一

一
　

一　
　
　
　
　
　
一
　
Ｌ

´
　

　́
　
¨
　
　
　
　
　
一

一
一
一

●
¨
一一一一
・・
・

、　

一一一」

一一
　

・

一

表27 申請されたが惜受対象にならなかつた事例 (複数

事 由 有効%

収入状況から返済能力に欠けるため

連帯保証人が確保できなかつたから

添付書類を捕えられなかつたため

貸付実行まで時間がかかるため、本人から辞退がゎつ
|た ゅ

その他                        ●:

63 4%
79 5%
44, 1%
45 5%
2017%

´
一　

´

一ヽ　

一一一

■20
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表28 生活福祉資金貸付 広報 (2004年

有効市数 該当数 割合 (%)

広報誌 (年1回 以上) 53 6

パンフレット類を市役所窓llに置く 19 124

バンフレット類を社会福祉事務所恣口に置く 37 24 2

社会福祉事務職員に研修等
●
● 14 92

その他 153 81 52 9

市

民生委員への研修 [行 つているJ64市 (有効 156市 の41 0%に 相当)

(12)緊 急小 口資金

申請から貸付実行日まで 有効121市  平均8 0日  中央7 0日  *捩 1日 という市もあり
`

【自治体単■で運用している緊電対応貸付資金】

制度  『あるJ市  54市 (有効 167市 の32 3%に 相当)

保証人必要か 〔必要J 39市 (有効52市 の75 0%に 相当)

一― f保証人の資格要件Jに ついて具体的記述のあるのは次の33市 。
(埼玉 久喜)収 入が記載されている書類
(埼玉 朝霞)市内に住所を有する者であること.資金を借り受けている者及び資金を借り受けようとする者

以外の者であること.
(神奈川1 伊勢原)返 済能力
(東京 '立″l)都内在住 ・住民税の課税 (3000円 以上)額 を滞納していない (納税証明書の提出)・印鑑

u七海道1開 鵠 ifrT驚 徴型言饉畷 ξ慾 =臨 遣籠労

・・

。こ二 91全
の借受申

込人、借受人又は裸証人でないこと。              | '    |  ‐  ‐
(宮崎 ・都城)連 常保証人、返済能力のある人

橿 舞i電 賊 貼 歌 鮮 禦 留 甥 鼈 識 ゎ 方で+民 税が対等割を議1=景 0農 E姜 楚姜金

の措受人保証人でない方 ③市民税 国民健康保険税 固定資産税の滞納のない方
(千葉 .自井)① 市民 (近隣でも良としている)② 独自の71計を営み確実な収入がある、③この貸付を借り

ていない
(山口 柳井)同 一人が2人以上の連帯保証人になることはできない。
(埼玉 戸的 ①市内に1年以内在住、②住民登録あり、③世帯主t④ 市税完納者、0当 該貸付を現に受けて

いない。
(東京 西東京)原 員1として西東京市議会委員の選挙権を有し、前年度の住民税を完納していること。
(千葉 勘 り 鴨″市内に居住、・保障能力のある者

需現:層往夢鷲騎Fう筆零翼こ鰤 宅師奪饉猛機藷7.機、1凛ぃま艤者と同
一世帯でない者。               

「|   ~■ | |   ■

(大阪・和泉)年 齢20歳 以上で 本市に引き続きニク月以上居住し、独立の生計を営んでい0こ と,
(千葉 ・銚子)別 世帯、収入のある者
(千葉 浦安)原 則としてしないに居住し、貸付弁済能力を有する者1名           ‐ 1

{翻i孟信1饉摯皇実う場:籍辛枷ゑ機鮎慾慇ぷF ヤ`
て彎:ネ撃るこ|が幣,■|

.B蹴1うJ獅マ凛藤経栃様鷲争F農 警:ド付す011下い|い:■.

糧肛信献選轍駁itそ離撤驚鑑■は蝉甦響入の夕|".‐ .|
俣庫・西働

瞭諾ょ電菖謀殿1臨盤募鬱騒麟燎[鎌蹴櫃 単棋霊雲屋:墳ぢ
銀野・長野)市内に奮獣責獣、栃 機』ヨ島引響す

な苺
楼最:繕最1嵩呈[譲辱壊よ暑f癸?雀皇チ模爆麗洗お1る者
(佐女 唐津)保 障能力、当市内在住、Bll世帯

21
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く大阪 豊中)原貝」、市内居住、20～ 65歳 未満、市民税課税著
(愛知 ―官)原則的に市内在住で、保障能力を有する方

〈官城 ll台)仙 台市内に在住て、独立生計を営んでいる方
(神奈川 秦野〉市内 (県内)に 1年以上居住し、収入が安定していること:男I生計であること。本紙金を十

分理解し、何かあつた時は借受人にかわり返済する能力と意志りある人。
‐貸付数 平成16年 度 有効53市  平均134件  中央,3件  合計710814
貸付総額 平成lo年 度 有効55市  5億 o7p9万 6089円

(13)多 重債務相談窓ロ

窓口 「あるJ市  168市 (有効214市 の78 5%に 相当)

相談件数 〈一般相談) 有効 182市  平均2901 7件  中央603件  総数52万 8126件

相談件数 (多重債務) 有効171市  平均 154 4件  中央 42件  総数 2万 6‐398件

2  組織的対応

(1)紹 介先

1     表 29 多重債務相談 紹介先

■裁判所 一△
一士譲弁 確一鍮

消費生活
センター

一　
　
擦

賃金業協
ス

グレン ットカ

ウ″,ン′・

協会 その他

数

＞

効

市

有

て
103 96 91‐ 100 90 ,4 101

平均
p/.・

113 87 13■ 9, 13 74 12 94 , 92 012.3 4'3 1,'0

(2) 介入の程度

表 30■ 多重債務相談 市による介入の程度 (2004年 185市 ,

該当数 割合 (%)

1 相談先め案内 77 41 6

2 任意整理・特定調●・個人使務者再生 撃産手続の説明 105 56 6

3 2 l l

4 特定調停 .個人債霧着再生 ・破産の各中立書の作成、各手続の進

行中におけるア レシ :ス、解決
1 05

・特徴的な市は以下のとおり。  |     _ _‐    .

〈千葉ヽ旭) 3  ‐ ■■ ‐    |     
‐再建っァ|ドィヽィス|(原因と今後oア レ イヽス).を行って(大阪 ・枚方) 2 弁護士に相談する資料作成を生活

・ヤ襲・盛剛 :真鳥轟
.轟

者凛決籠暴轟轟豪赫
`Ⅲ
Ⅲぅ1姜暮薇輸:■添い弁

護士の説明等をかなくだいて税門したり■手続きのアドバイスや援助等行い解沐=甲うと, ・| .■
(東京・東大和)  弁護tの

'い

となるため不明 ■■|●_ ■■■■  |  ■| 
―

 ■‐
〈官城■古ル1)・1.3 破産のを中立書の作成まで,ア

ー
ドバイみ、,「部撃革申講 ,|・ ‐|     ‐ ‐

●   II‐ ‐■li.=|            ■● :||‐  i      ,‐ 1     1  1■ |

' |              ' |   .|■~ |  ■| |           :     以上

・
t● 11111 1 1  ‐

     .   '    .  '

1 1■ |.|  |               ●■  ■.

111   11'‐ |     |■
・'| :‐

|‐  |
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'市
調査」において協力 (回答)を 得た市の一

"
北海道 |ヒ見市

詢 ||●

欧志内市

旭川市

鋼ll市

力轟 市

紋別市

意庭市

“

幌市

根菫市

淮内市

士Яl市

稲数市

上流市

海考名市

凛子市

麒 市

検須女市

藤沢市

大和市

南足柄市

秦野市

栃本県 栃木市

大田原市

郡猶 原市

今市市

群馬県 安中市

十森県 十森市

tPら市

人戸市

新潟瞑

宙山栞

南蕉沼市

三条市

村上市

五栞市

秦市

新湯市

格崎市

奮山市

埼玉県 口高市

久喜市

朝饉市

戸口市

車加市

志本市

春目都市

首川市

"ヶ

島市

ル|口市

羽生市

坂戸市

着手県 宮古市

水沢市

北上市

撻野市

盛岡市

Frnl市

花巻市

大船渡市

石川県 ガヽ松市

奎沢市

自

"市
千葉県 我孫子市

Hl●市

旭市‐

自井市

木更津帯

′ヽ日市場市

71ハ1市

館山市

銚子市

浦安市

富津市

千葉市

四街道市

大月市

議アルプス市

IF府市

山梨県

宮城ス 東い島市

●ll市

l」台市

角国市

南ケ根市

上自市

|●本市

長野市

長野県

秋田県 能ヽ市

鷹角市

棟手市

場鷹市

場上市

白利本=市

技阜熙 山栞市

中津川市

多治見市

喘浪市

美濃加茂市

可児市

山形栞 山形市

東根市

米沢●
長井市

村山市

書多方市
.・・■わ●常

二本松市

白河市

羽島市

崚阜市 '

.T■等1
■ ■撃,市

藤枝市

:燒津市■‐

| ‐ |“前綺市   
‐

東京都 東村山市

立川市

西東京市

口野市

憫布市

小平市

=鷹 市

,大和市
‐ ‐稿生市

清薇市

口分寺市

福島県

茨城県 北茨城市

郡=市
.商萩市

籠ら鷹市

ひたちなか市

+久 市

神奈

"1県

平量市

桐撲原市

川崎市

伊勢床市

座岡市

常清市

瀬戸市

江市市

詠 市

口

"封

ヤ

大山市
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栞l●市

名古屋市

津島市

豊明市

大府市

半国市

―宮●

佐賀県 月精市

店津市

芦屋市

百宮市

川西市

小野市

壼前市,

福岡市

奈良県 桜丼市

番芝市

置綺県 対馬市

松浦市

工島市和欧山熙  :Ⅲ 軟Ⅲ市

二重栞 尾鸞市

津市‐

名彊市

鈴鹿市

入居市

島根県 益田市

工津市

熊本県 荒尾市

工名市

本渡市

人代市

牛深市

岡山県 高策市

岡山市

広島県 福

"市広島市京都府 綾都市

福知山市

亀岡市

舞

"市京都市

大分県 別府市

大分市

牲 市

豊後お国市

山口県 初丼市

山口市

防府市

森市

層南市大園特 河内長野市

紋方市

藤丼寺市

大阪市

高石市

和泉市

香川県 高松市

丸亀市

宮崎県 廷臓市

都城市

小沐市

西都市

俊媛凩 新雇浜市

四日中央市

′ヽ嬌浜市

鹿児島県   饉摯

"1内

市

劇 じ 市

力,詢 1市

高知県 薔姉

=佐 清水市

沖縄県

"F輌

市

沖縄市

齢 市

平良市

石垣市

明●市

洲ホ市

福岡県
・苦贅稀

T管警`鶉 鮮《み呂輩ご導球鱈驚勝製議職」峰難路嘉:::組1
いた資料に、■部、I「正・加筆等を施したものであれ●,
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